



































































可や j~'\k2，. そして tilì iUJを受けたりもしないし.さらに創設されたり，指導者の選出や利政表明ょの
統制を受けることらなL、。さらに，個々のカテゴリー内で代表活動の独占を来たす乙ともなh。
コーポラテイズムと{ふ次のよう主ひとつの手1)議代表システムとして定義できる。すなわち，その
システムでは.構成W_，N:(之JtI一世"義務的力1入， ~I 競争性，階統的秩序，そして験fiE月 1)の分化と
いった属性をもっ.一定数のカテコリ ーに組織されており，国家によって(官1)設されるのでないと
してら)許可され与え認され、 さらに自己の指導者の選出や要求や支持の表明に対する一定の統制を


































争lljl~実 |資本の蒋積諸条件|設備 l化 |からの街威に対し
利益団体への利誌 |の確保を通 じて資 i項上生産者の利読 liM度的な不都合の |国家機関の自律性















ン ト |を従属させる |テム lクル
国家の主体が政治的椛jJを掌握する方法
政党問の選挙競争 1~l:産手段を管理す | 経済の専門知織を|職能的専門知j議を | 行政手段(財， 権
に勝つため有権者 |る支配階級の指導|もっ た生政者 かーら lらったエリート の |限)をコン トロー
























































j京 >>l~ : J<:noke et 01. 1 ~9G. 


















とし， 3名の労使協調的協議会リーダー， 14名の財界人， 15名の労働界リ
一， 16名のジャーナリストと評論家， 14名の学者，その他の14名(内訳は6





















































































たミクロ，メソヲマクロの連結も有効な研究戦略と考えている。 Knokeet al. 








































類型化されるこ とも多い (表 1のB)。筆者も多元化とコーポラテ イズム的協
調の同時存在の分析(辻中 1994a)やオズモティク (半浸透性) コーポラテ




































































































































徴づけを組み合わせたリッスーカッペンの類型がある (Risse-Kappen， fotth. 

































































える論者にと って日本のコーポラテイ ズムl支は高い。 篠田が指摘するように 日
本は「謎」として仮説化されることが多く，最近では久米郁男(l992b)が労
働の影響力の弱さと政策的パフォーマンスの高さのパラド ックスを定式化して
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(とり ( )のなかの数値はし000人単一位。
l'所 :Historiμzl Statistics， The !Ya/iona! Income (/nd Produc/ ACCDunt 01 the United States; 
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( )のなかの数従f{まし000人単位。











































(i主) ( )のなかの数値は. ]. 000人単位。戦後は韓国のデータ。
/J}所:Suh. ]978: United Nations， ESCAP， Potu!oliol/ 0/ the Rゆubiic0/ ]{oreo; S!ati品tical
Yearbooん0/the ReρI(blic of ]{orco， voriolls iおucs




















理解には 3つのポイントが考えられる。 1つは句 l次， 2次 3次の産業別就
業ー人口のグラ フの形状である。図 1の左上の台湾から韓国，日本，アメリ方へ





座を 2次人口にゆずっており ，きわめて長い間 2次人口が優位を占めながら，
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農民運動・労農提携 安保反対.illi弱l 1975-80 
事字 !到
1970- 1980-85 
セマウル運動 :)\::-J+I:W~ f!1 
概











































れは見逃すことができな"， 0 韓国社会を日本と対比して比べた場合， どのよう











工頁 日 w-i立 隣国(80's) 日本(60's) 日本 (80)s)
人口 L 000人 40578 (84) 98275 (65) 121047 (85) 
国民総生産 (GNP) {五ド/レ 8Ll (84) 935 (65) 12763 (84) 
1人当た I)GNP ドル 1998 (84) 952 (65) 2009 (70) 9089 (84) 
投資率 (投資額/GNP)% 30.0 (84) 28.3 (84) 
平ふ副ん1山"こ-いh (輸出額/GNP)% 38.5 (84) 9.0 (65) 17.0 (84) 
翰1'，額 100万ドル 5743 (84) 8452 (65) 29245 (84) 
製造業比率 (製造業生産高/GNP)% 29.2 (84) 36.4 (60) 29.8 (84) 
重化学工業化率 (重化学工業生産高/製 60. 1 (84) 64.5 (84) 
造業生産高)%
製造業就業者比率 (製造業就業者・/就業 I24. 7 (85) 31. 5 (65) 25.0 (84) 
人口)%
農業就業者比率 (農林水産業就業者/就 I25. 2 (85) 24. 7 (65) 8.8 (84) 
業人口)%
銑鉄・キIl鉄生産量 1.000トン 21866 (84) 73188 (66) 185989 (84) 
銑鉄・粗欽輸出翠. し000トン 5743 (83) 9664 (65) 30862 (83) 
采用車生産台数 l唱OOO'Ei 262 (85) 696 (65) 7647 (85) 
船舶生産量 竣:仁実*11， 000トン 1473 (84) 5363 (65) 97U (85) 
カラーテレビ生産台数 1. 000白 3605 (85) 510 (66) 16880 (85) 
冷蔵庫生産台数 L 000古 1864 (85) 5352 (85) 
ピー ル生長室長; 1， OOQkl 792 (85) 2640 (67) 4598 (84) 
化学繊維生産量 1. 000トン 759 (84) 1747 (84) 
セメント生産量 1. 000トン 20231 (85) 32500 (65) 78852 (84) 
原子力発電設備容量 1. OOOkw 2865 (84) 138 (66) 24686 (84) 
化学研究費比率 (化学研究費/GNP)% 1. 06 (83) 1. 51 (65) 2.29 (83) 
鉄道輸送量(旅客) 信人/km 23.2 (82) 258.8(65) 325.0 (84) 
鉄道輸送量(貨物) {主トン/km 118 (82) 217 (82) 
乗用率普及率 人/台 87.2 (84) 31. 4 (67) 4.4-(84) 
電話普及率 台/1.000人 138 (84) 131 (65) 496 (82) 














大正 9:iF (1920) 
1日和15:iF(1940) 
!I 25ij'. (1950) 
" 30ij三(1955)
!I 35iF. (960) 
1 40ijo (1965) 
" 45ijミ(1970)
!I 50ij三(1975)




10万人以 l二 5 Jj人以上
右1¥ 者f¥ 可I
4.8 6.3 
9 2 1 L 4 
12.2 15.9 
29.4 34.8 
























2. DID人口比率・一・昭和35ir43.7%，40ij'-48.1%. 45-'ド53.5%ー 50年57.0%， 55iF-59. 7%。





19555j三 21噌526 5， 281 (24. 5) 16，245(75.5) 
1960 24，989 6，997 (28，0) 17，992 (72.0) 
1966 29司193 9， 805 (33，6) 19， 388 (66， 4)
]970 31，466 12，929(41. 1) 18，506 (58.9) 
1975 34，707 16，793 (48.4) 17，910(51. 6) 
1980 37， 436 21. 434 (57.3) 16，002 (42.7) 
1985 40， 448 26，442(65.4) 14，006(34，6) 








ソウノレrh 張 I [ri 2 大 ~Pfï 5大都市 ソウル/ ソウル/
会[f[人口 人口の士、l 人口の夕、I
人 仁l 人 1] 
全国比 全 [1比
1ま LlI 5位都市
万人 Jj'人 万人 % % f}~二1 f音
1970if令 3司147 534 188 23，6 30.7 2.94 11. 01 
1975 3，4il 689 245 26，9 34.7 2，81 11. 35 
1980 836 316 30.8 39.9 2.65 11. 50 





人 仁l 人 [] 
全国比 全国比
大 li記 5 ùÍ:~日7行
一一一
万人 万人 万人 % % 
1950iF 8‘320 539 196 8.8 13.1 2.75 5.66 
1955 8.928 697 255 10.7 14.8 2.74 6.09 
1960 9.342 831 301 12.1 16.7 2.76 6.47 
1965 9.827 889 316 12.3 17.4 2.82 6.51 
0:主) (1) 韓国の 5大都市はソウル. 5fi:LlI.大同S.L.JI. 光州、|の!版。
(2) 日本ク)5大都市は東京.大阪.名古屋横浜，京filで 1950:¥1-'. 5-"ドは織浜が5i立， 60 
fド、 65'r.1まfr{者liが 5iλ。
m所 èf!~国統Nliド鑑ιr Ej本統計年鑑みより inRc









































































































































表 6 日本・アメ 1):カ・韓国の団体数・団体密度の比較 1960-1991
iヨli本数 % 1073人 I]i本敬 % 1075入 団体数 % 1077人
当たりの 当たりの 当たりの
抗:&;/ir. 容;1支 家度
1991 日本 J 990 アメリカ J991 稼IT
令官十 36140 100.0 29.2 88725 100.0 35.5 4103 JOO.O 9.48 
主主;斉i型{本 ] 3798 38.2 ]].1 12677 13.4 5.1 1946 47.4 4.50 
労働団体 51]6 14.2 4. 1 19246 23.4 7.7 497 12.1 1. 15 
政治団体 828 2.3 0.7 1653 J.4 0.7 645 1.5.7 1. 49 
市民団体 39999 44.8 16.0 
専門家団体 .5480 6.0 2.2 703 17.1 1. 62 
学術団体 878 ? 4 0.7 
その他 15.520 42.9 12.5 9670 10.7 3.9 312 7.6 0.72 
1986 I本 1986 アメ 1).カ 1986 韓国
Iメコム、 目i守 33668 100.0 27.7 85546 100.0 35.4 5604 100.0 13.48 
主i斉i丑{本 ]3386 39. J 1. 0 J 1637 13.6 4.8 3309 59.0 7.96 
労働団体 4816 14.3 4.0 20577 24. J 8.5 146 2.6 0.35 
政治団体 790 2 3 0.7 1315 1.5 0.5 352 6.3 0.85 
市民団体 37067 43.3 15.3 
専門家団体 5236 6. J ? ? 733 13.1 1. 76 
:学術団体 679 2.0 0.6 
その他 13997 41. 6 11.，) 9]，'57 JO.7 3.8 1064 19.0 2.56 
1975 Il本 1976 アメリカ 1981 事章i詔
メ!コ入 3ヲ2トi 20614 100.0 18.4 80642 100.0 37.5 4962 100.0 12.81 
経済団体 10027 48.6 9.0 12077 15.0 5.6 3576 72.1 9.24 
労働団体 2268 JL 0 2.0 22265 27.6 10.3 186 3.7 0.48 
政治団体 532 2.6 O. .) 1371 0.6 207 4.2 O. .53 
市民団体 33854 42.0 15. i 
-専門家[耳{キ; 3746 4 6 254 5.1 1. 52 
学術団体 455 ?っ 0.4 
その他 7332 35.6 6.5 6991 8.6 3.2 73ヲ 14.9 1. 91 
1960 Il本 1962 アメ IJ.カ 統計不花098]SF以前)
メlコふ、 ，{) 10357 100.0 11.1 62553 100.0 34.6 
経済団体 4698 45.4 5.0 11141 17.8 6. Z 
労働)1主体 1572 15.1 18976 30.3 10.5 
政治団体 169 1.6 0.2 815 1.3 4.5 
市民間体 25236 40.3 14.0 
専門家団体 1558 2.5 8.6 
学術団体 147 1.4 0.2 
その{也 3771 36.4 4.0 4816 1.1 2.7 
出向i':Ei*: ij 事業所岸7日hl司151宇li{;i1FA(総務庁統計局)
U.S.A: Cou11ly Bllsiness Patlem五 (U.S.13lll伺eal of Censlls) 
総i羽: r*:，~卒業体統，;('(111，jj引i~告書.l (統計liつ
453 
表 7 日本・アメリカ ・韓国の団体従事者数 ・従事者密度の比較 1960-1991
{え2拝者数 % lO万人 従:tr~者数 % 10万人 従事:釘数 % 10万入
当たりの 当たりの 当たりの
容J皮 待;度 宮i度
1991 日本 1990 アメリカ 1991 特!I\IT~
合計 209973 lOO.O 169.5 792157 100.0 317.6 40070 100.0 92.6 
経済団体 88868 42.3 7L7 98504 12.4 39.5 21845 54.5 50.5 
労働団体 25436 12.1 20.5 176220 ?? ? 70.7 7449 18.6 17.2 
政治団体 3904 1.6 3.2 8369 1.1 3.4 3753 9. '1 8.7 
市民団体 365816 46.2 146.7 
専門家団体 55579 7.0 22.3 4553 11. 4- 10.5 
学術団体; 8741 4.2 
その他 83024 39.5 67.0 87666 1l.1 3:5.2 2470 6.2 5.7 
1986 日本 1986 アメリカ 1986 持匡l
i二、1 吉it 178541 100.0 147.3 72i760 100.0 302.4 53212 100.0 128.0 
経済団体 81831 45.8 67.5 90159 12.4 37.5 38062 7L5 91. 6 
労働団f本 19750 11. 1 ¥6.3 168939 23.2 70.2 1823 3.4 4.4 
政治団体 4457 2.5 3. i 6791 0.9 2.8 2063 3.9 5.0 
市民団体 326816 44.9 135.8 
専門家団体 48023 6.6 20.0 6049 11. 4- 14.6 
学術団体 7433 4.2 6.1 
その他 65070 36.4 53.7 87032 12.0 36.2 52.15 9.8 12.5 
1975 日本 1976 アメリカ 1981 斡国
1~ ヨil 112686 100.0 100.7 617675 100.0 283.3 58089 100.0 150.0 
経済団体 62404 55.4 :JJ. I 70343 11. 4 32.3 51150 88.1 132.1 
労働団体 11977 10.6 10.7 164129 26.0 75.3 1482 2.6 3.8 
政治団体 3284 2.9 2.9 6286 1.0 2.9 968 1.7 2.5 
市民団体 270039 43.7 123.9 
専門家団体 36712 5.9 16.8 1528 2.6 3.9 
:学術@!P本 4090 3.6 3.7 
その他 30931 27.4 27.6 70IL6 11. 4 32.2 2961 5. 1 7.6 
1960 日本 1962 アメリカ 統計不在(1981ー}
J仁弘I、 三μn 48553 100.0 52.0 386365 100.0 207.1 
経済団体 25128 51. 8 26.9 55063 14.3 29.5 
労働団{本 8608 17. i 9.2 106162 27.5 56.9 
政治団体 667 L4 0.7 3428 0.9 1.8 
市民団体 169366 43.8 90.8 
専門家団体 12674 3.3 6.8 
学術団体 1883 3.7 1.9 
その他 12348 25.4 13.2 39672 10.3 2l.3 
出所 日本 F事業所統計調査jr~::1 (総務tr統計局)
U.S.A: County BusIness Patterns (U.S. Rure呂U of CenslIs) 
鯨!11: r総事業体統計調査報告d!'i.l(統計rn
454 


























ない (Kim1986， Choi 1989)。団体の構成比と同様の傾向が団体従事者の団
体月IJ構成比においても見いだすことができる。
構成比率から見ると日米韓のうち日韓と米の違いが最も対照的である。「発

























年には減少 (4103，密度9.5) している。その水準は日本の2分の lであった
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1951 1957 1963 1969 1975 1981 1991 
1954 1960 1966 1972 1978 1986 
一一平IJ主主団体 一宗教団体







20 l (22 1) 
O 
1959 1964 1968 1972 1976 1980 1984 1987 
1962 1966 1970 1974 1978 1982 1986 1990 
一一平IJ読団体・・・・・宗教団体
C i!ilh!の干1古川体と京fJ.卜1'1体










~~ I 1在 比較コーポラテイズムの基礎的数量分析
図5 日本・アメリカ・韓国における利益団体と宗教団体
トtlf本従')Çお f~ の 交{ヒ
Iji_主千 A 1Iイ入ク)千Ijr;ぷj'flf本と'，i，f:<j，tjf本
350 
i必 ' I~{i t~ )川 )-91 
300 
250 
200-1 (145.7/10万八九 1)) /' ¥(16S.5) 




1951 1957 1963 1969 1975 J981 1991 
iji_i立:(i Jj 
3.2 




1.1 i ，.1(439.5) 
0.9 
0.8l ノ 1(317、6)
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0..1.;・
J959 1964196819721976198019841987 
1962 1966 J970 1974 1978 1982 1986 1990 
一一平IJ読同体 ・宗教団体





















各々 ， 76， 52， 87とかなり近接している。他方で宗教団体で働く人々の数はか
つてはかなり近按していた(同じく， 146， 126， 127) ものが，現在ではアメ
























































国6 日本の戦後の毘体動向(団体事業所数・団体従事者数の推移) : 1951-1991 






1951 1957 1963 1969 1975 1981 1991 
1954 1960 1966 19i2 1978 1986 
To[al . Bnsines .. Labor-.-Academic-匂 Political--NEC 
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1951 1957 1963 1965 1975 1981 1991 
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-Toml.....Busi日的色 Labor -"-.'¥cadernic叩 Political --NEC 









O. 1 -1.，-， --r----，.-r--r-..，-，一一?ー ァー 「一一，-，…I
1951 1957 1963 1969 1975 1981 199L 
1954 1960 1966 1972 1978 1986 
一会卒業所に占める比率
全従事者に占める比率，
単位千 B 団体従事者数 1951“91 
，)，)日
200 










1951 1957 1963 1969 1975 198L 1991 
1954 1960 1966 1972 1978 1986 






D 年平均変化率(日|体従来哲) 1951-91 
o . 6 .L，.， --r-，.---.---，---r---r-，--， 
51-54 57-60 63-66 69-72 75ω78 81月86
54-57 60-63 66-69 72-75 78-81 86-91 
-To[al ..Businesマ.Labo卜 -i¥c枕mic-.-Political--NEC 













A [主体事業所数 1959-90 
国7 アメリカの戦後の毘体動向:1959-1990 







20斗e 、山....-…口 ・......".・，1¥'，:';九，..[ 200 
10寸.......................................................， 100 
oJ~ーアデナ守二デデ?二千二千二γ7 守
1959 1964 1968 1972 1976 1980 1984 1987 1959 1964 1968 1972 1976 1980 1984 1987 
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59-62 64-66 68-70 72-74 76-7S 80-82 84-86 87-90 
62-64 66-68 70-i2 7H6 78-S0 82-84 86-87 






59-62 64-6 68-70 i2“74 76-78 80-82 84-86 87-90 
62-64 6-68 70-72 7H6 78-80 82-84 86-87 
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465 
間8 韓国の1980年代以降の団体動向
A 団体事業所5分類の動向 B 団体従事者5分類の動向
C 団体事業所3分類(労{動・政治・専門)の動向 D 団体従事者3分類(労働・政治・専門)の動向






















1981 1986 1991 
一労働'J 専門 政治
1981 1986 1991 



















1981 1986 1991 
-経済…労働ー ミ手1")-一致if - ーその i!!l-..~全体
D 斡閣の団体
3団体の従事者数 1981-91 
1981 1986 1991 






1981 1986 1991 

































Comprehensive Directory Comparison 
TYPE U.S.A Canada U.K Japan TaiwanA. Korea A 
1986 1986 1986 1990 1988 1980s 
Total 29976 832¥ 7645 7i84 3140 2542 
AgriCl!lture 4.4 J. J 9.0 3. 1 2.6 
BlIsiness， COI11merce 19.2 19.1 36.8 33. i 17.3 48‘6 
Legal、gov't.rnilitar:;. 3.4 3.7 4. <1 4. <1 6. 1 
Science. engineεring 6.5 8.8 7.4 15.6 14.3 18.0 
Edllcational. culture 14.6 10.4 9.8 12.5 6.9 
Socia! welfaτe 7.8 3.5 2.1 4.7 2‘3 
H巴alth，medical 9.9 10.5 10.7 2.5 2.3 
PlIblic affairs 19.7 3.7 3.2 5.2 14.3 15.8 
Foreign. ethnic 2 G 4.1 0.5 16 17.6 
Religious 4.9 2.5 1.9 8.5 1.0 8‘4 
Veteran， patriotic 1.6 0.2 0.0 0.0 
Hobbv. avocational 6.8 0.9 2.6 8.4 3.5 
Athletic sports 3.9 5.3 2.1 Ll.9 
Labor unions 1.1 2.2 0.1 6.6 
Chambers of COI11l11erce 0.8 6 3.7 7.1[ 7.5 


















TYPE Japan B Korea 13 Korea C 
]988 1988 1992 
Total 1636 J 489 1396 
Agricult¥.lre 
Business， commcrc巴 11.0 21. 8 20.4 
LegaJ， gov't， )ηilitary f. f 5.6 3.1 
Science， engineering 26.3 32.3 26.5 
Educational. culture 16.3 22.9 17.0 
Social wclfar巴 7.0 
Health. medical 2.9 
Public affairs 23.9 9.9 3.2 
Foreign， ethnic 4.1 
Religious 2.7 3.4 
Vclcran. patriotic 
Bobby， avocational 2 9 1.0 1.0 
/¥th1巴ticsports 4. 1 0.7 3.9 
Labor unions 1.6 
Chambers of COJl1ll1巴rce 4. 1 
Gr巴ckletter societies 
UE 1986: DirectolJ' 01βrilish Aぉociatio/1.C]3D J~ esearch Ltcl 
U. S. A. J986: EncycloTcdia o_f Associatio川。 G日lel~ese呂 rch Companう1
Canada 1986: Direclol)' 0/ Associatiol1s in Canoda (7th. ed. 1986-87): IVlicromedia Ltcl 
Japan 1990: Zenlwku ]-(almsho Danl.aimeikan， Shiba Jnc 
Taiwan 1988: Directol): o_( Civi! Associations in the Retub!ic o_f China 
K orea 1980's: Governm巴ntPublications same as Figure 4 
Japan J3: Asahi NCl1kan 1989、 AsahiShimbun Sha 
KOI巴a13: Dongoλう'eonganJ 988. ])onga Ilbosa 










図9 建国後のアメリカの団体の設立動向(団体事典) : 181ト1980
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/' ./ 200 
ノ〆，〆./ /' ‘.・ ・ーー・・・一 .100 -
1970-79 19自0-8.1 1985-89 1990 J991 
一一全休日・ Jit"t・(1/.1") 労働組合ーーその他
資料:Natiollal Statistical Office. I~epllblic of I¥oreil. /UIIIII(J/ Rゆori01 Ile 51!rvの， 0/5eruicω 





































































またtl稿 (1986，1988， 1994) む参照。
(2) 利益媒介構造ではなく政治構造全体にアクセントを置く論者にとって
発展指向型~I家，官僚詰IJ I1I家などが組み合わされ汗J ~、られる傾向がある (Oeyo ed. 
1987所収のOeyo. J ohnson， Cumingsらの論文参m4)。韓国での悶家・社会論争に
ついては滝沢 (1992)参f!日。
(3) Chaired by Oennis lVIcNamara. Cα戸ita!isrnand COJiウoratismiη Koreaぜ
Cm川刀戸σωJ'，σtがivep，θers単戸ectがiv印Eι、at Geo印rgetω0¥'/引 Ur凶1討ive臼rs引it幻yヘ.May 15-18， 1994. 
(4) 多数の自立的な利益団体が存在することは，多元主義的政治モデノレ(ポリアーキ
一)の前提条件の 1つである社会的多元主義の重要な要素と見なすことができる。















分化(Almondand Powell 1966: 20-22)と文化的世俗化， T円晶1位立f体本系の自立{

















(5) アメリカ合衆国商務省センサス局の]ackB. Moody氏(BusinessDivision)， ]im 
Kristoff (Industry and Commodity Classification)へのインタビュー(1994年
5月Jl日)に基づく。宗教団体を含む非営利団体において， 1984年 1月1E1より社
会保障Ji'"への周けmが，任意、から義務強ftJljへと変更されたためであるという。但し
それが何/乱宗教団体に著しい影響が及んだかについては検討を要する。
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